
令和５年度

第２回 佐賀市DX推進本部会議

日にち 令和５年１１月２８日（火）

時 間 １０：００～

場 所 庁議室



本日のアジェンダ

（１）令和５年度DX推進の取り組み

（２）基幹情報系システムの標準化

（３）今後の予定
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子育てナビ

デジタルサービス創出検討部会

子育てナビ

「佐賀市スマートローカルに向けた
取組みについて」

一般社団法人コード・フォー・ジャパン
石塚 清香氏、5/18開催 2



・「若手ワーキンググループ向けAI基礎~生成AI活用を考える」
一般社団法人コード・フォー・ジャパン 榊原貴倫氏、9/1開催

・チャットGPT勉強会
株式会社AMCC 代表取締役 光野あや氏、8/8開催

・「生成AIと最新技術動向」
日本マイクロソフト株式会社 技術統括室千葉慎二氏、10/13開催

生成AI導入に関する取り組み
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生成AIに関する研修

本格導入に向けた調査研究
導入の条件
・LGWAN環境内に設置
・入力情報が外部利用の学習に利用されない
・出典の明示

今後の課題
・利用ガイドラインを整備中。来年度本格導入を目指す。



(一社)コード・フォー・ジャパン酒井氏による研修を予定

データ連携基盤、BIツールの導入、EBPM人材育成

ＥＢＰＭ※人材育成 ※エビデンス・ベースト・ポリシー・メイキング
（証拠に基づく政策⽴案）

データ連携基盤
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11/30 プロポーザル審査

ＢＩ（ビジネスインテリジェンス）ツール 【活用検討中】
危機管理防災課、都市政策課、子育て総務課 等

子育て総務課
の

活用例



総務省 自治体フロントヤード改革モデルプロジェクト

R5年度
12月8日
提案募集締め切り

R6年1月
外部有識者を交えた選定委員会、
採択団体公表

2月〜3月
契約締結・事業開始

R6年度
R6年12月頃
中間報告及び中間報告書提出

R7年3月中旬
最終報告及び最終報告書提出
実績報告書提出

5



◇市⺠の利便性向上
◇省人力化とサービス品質

の維持の両立

◇バックヤードの集約化・効率化
◇ AI・BIツールによるフロントヤード

処理状況の分析・見える化

◇オンライン申請の拡充（可能な限りデジタル完結）
◇来庁予約・管理システム（マイナカード・アプリ等とも連携）

※書かないワンストップ窓口とのスムーズな連携
◇リモート窓口（支所活用）
◇デジタルポスト（電子私書箱）※検討中

◇各種総合窓口
◇支所、郵便局、

市⺠サービスセンター
◇総合案内
◇オンライン申請 等

自治体フロントヤード改革モデルプロジェクト（補正予算関係）への取り組みの方向性

“暮らしやすさ” “過ごしやすさ” を実感できる佐賀市 ～より便利、より簡単、より早く～
2040年問題への対応 - 市民のライフスタイルやニーズへの対応 - デジタル社会の実現

＜フロントヤード改革＞
市⺠視点に立つオムニチャネル化

＜バックヤード改革＞
データ対応の徹底

持続可能な行政
サービスの提供

2040年の佐賀市

モデルプロジェクト
対象範囲

（令和5年度〜）

窓口改善への挑戦
これまでの取組み

市長の強力なリーダーシップのもと 「市役所DX」 を推進中！

＜見えてきた次なる課題＞

“ なぜ、行政手続には時間がかかるのか？ ”
⇒ 「来させない」 「待たせない」 「書かせない」 を

実現する 「フロントヤード改革」 が急務！！！

単なる手続の場所から協働の場へ
（記載台・待合スペース等の削減）

データドリブンな行政運営

子育て世代も
高齢世代も
誰もが利便性

を実感する改革へ
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スマートシティ係

佐賀市公式スーパーアプリのダウンロード数
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【参考】
A市︓1年3ヶ月で7,000DL
B市︓1年２ヶ月で10,000DL 
C市︓1年で10,000DL
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『佐賀市公式スーパーアプリ』
エントリー中︕
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学校の出欠連絡ミニアプリ

佐賀市⺠証（ID）の利活用

市県⺠税等口座振替手続き

既存ミニアプリとの連携

地域版・企業版ミニアプリ

佐賀市公式
スーパーアプリ

今後のリリース・機能改善の予定
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佐賀市⺠証（デジタル市⺠証） IDの活用
本人確認：
マイナンバーカード

ポップアップ：
IDを活用し個別配信

活用事例：
イベント・避難所の
チェックイン
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参考資料
内閣府
内閣官房
デジ庁

（R6.11.16説明会）
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基幹系情報システムの標準化

１ これまでの進捗

現行業務と標準仕様書との差異分析（令和４年度～）

標準化対象システムごとに差異分析（Ｆｉｔ＆Ｇａｐ）を実施中。標準準拠システムへの移行に伴い必要となる業務の変更内容を洗い出す

システムベンダーへの情報提供依頼（ＲＦＩ）（令和５年２月）

ベンダーの標準化対応状況や実装オプション機能（実装するかベンダーに委ねられている機能）の有無等について情報提供を依頼
これとは別に随時、各ベンダーとの情報交換を個別に実施
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基幹系情報システム標準化対応方針の策定（令和５年６月）

８つの標準化対象システムを確実かつ効率的に標準化するため、本市における基幹系情報システムの標準化に向けた統一的な方針を策定
基幹系情報システム標準化ワーキンググループ所属の各部署へ周知済

・標準化対象システムごとに標準化を実施する

・国が定める方針、手順等に準じて標準化を実施する

・ガバメントクラウドを利用して、カスタマイズを行わずに標準化を実施する

システム調達に向けた予算要求（令和５年７月～）

対応方針に基づき、標準化対象システムごとに移行スケジュールを策定し、順次予算要求を開始



基幹系情報システムの標準化

２ 現状の課題
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過去のシステム更新時と比較して、イニシャル・ランニングコストとも大幅に増大

■ 肥大化する対応経費

・システムのモダン化や標準仕様書の改版に伴い、ベンダーが対応しなくてはならない作業量が増大

■ 流動化する国等の対応

標準化対応期限まで残すところ約２年半となり計画的な移行準備が求められる中、前提となる国等の対応が変化

・標準化対応を行うベンダーが存在しない等の要件を満たす『移行困難』システムについて、総務省及びデジタル庁の指定に基づき
対応期限の順延認める措置が新設

・標準準拠システムが構築されるガバメントクラウドに接続するためのネットワーク費用が追加で発生

・約1,700団体の移行が令和７年度に集中し、ベンダーのＳＥリソースが逼迫

・ガバメントクラウドに接続するためのネットワーク費用の抑制のため、地方公共団体情報システム機構（J-LIS）がLGWAN経由での
ガバメントクラウド接続に向けた検討を本格化

・補助金の増額に向けた検討のため、令和５年８月に改めて移行経費の調査が実施（算定方法等の詳細について、現時点では未定）

⇒各システムのベンダーに移行作業内容、移行スケジュール、移行費用等の提示を求めて内容を精査する

⇒国等の動向を注視しながら、令和７年度までの標準準拠システム移行に向けて計画的に準備を進める



基幹系情報システムの標準化

３ 標準化の全体スケジュール

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

DX
会議

シ
ス
テ
ム
主
管
課

業
務
主
管
課

事
務
局

（デ
ジ
タ
ル
推

進
課
）

★取組説明
★進捗状況説明

★進捗報告 ★進捗報告 ★進捗報告

現行システムの分析調査

移行方法検討

予算要求(移行費用)

システム選定・契約

標準仕様書の内容確認業務と標準仕様との比較分析

環境構築

データ移行・連携テスト等

標
準
準
拠
シ
ス
テ
ム
稼
働

システム機能確認・業務確認

運用テスト・研修

条例・規則等改正

ガバメントクラウド接続環境構築

端末環境の調達・設置

★進捗報告

標準仕様書（共通機能）の整理

★対応方針策定
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★進捗報告

ネットワーク再構築



年度 令和4年度 令和5年度

今後のスケジュール

②データ連携
基盤構築

③DX人材育成

佐賀市DX推進
本部会議

スマートシティ推進の『本格実施』スマートシティ構想
・推進

①デジタル
サービス創出

取
組
の
３
本
柱

第1回 5月 第2回 11月 第3回 3月

DX推進の取り組み DX推進の取り組み
（進捗報告）

R６年度の取り組み
方針（案）

１

３

「佐賀市スマートシティ」宣言
R4.7.26 デジタル田園都市国家構想交付⾦デジタル実装タイプ︓TYPE２の活用

スマートシティ実現の『スタートアップ期』

都市OS実装準備

・データ利活用・EBPM・オープンデータ化

２ 各種ワーキンググループ
（デジタルサービスの検討）

データ整理・都市OS実装（9月）

デジタルサービス実装・創出

各課DX推進員へのDX研修 DX人材育成の強化

・各部横断的な取組

・佐賀市スマートシティ推進協議会設置（11月〜）
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・地域情報化アドバイザー等による研修会の実施

・重点取り組み等まとめ
・DX推進進捗報告
・R５年度の取り組み（案）

第1回 7月
第2回 10月
第3回 3月

10
月

予
算
要
求

8
月

サ
マ
ー
レ
ビ
ュ
ー

予
算
化
に
向
け
た
協
議

5
月

Ｄ
Ｘ
関
連
事
業
に
関
す
る
調
査
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今後、意識して取り組んでいただきたい事項

◆R6年度予算要求⇒デジタル⽥園都市国家構想交付⾦への対応

◆自治体フロントヤード改革モデルプロジェクトへの対応

◆佐賀市公式スーパーアプリの各分野での活用
・ダウンロード数の増加
・Digi⽥甲子園2023（エントリー済）の庁内全体での周知

◆DXを課題解決のための一つのツールとしてフル活用（DXそのものが目的ではない）

◆基幹系情報システムの標準化⇒国やベンダーの動向を踏まえた計画的な対応


